
 

第５章 騒音 
 

第１節 概況 

 騒音は会話や睡眠が妨げられたりするなど日常生活に及ぼす影響が大きく，不快な音と

して捉えられています。 

 発生の形態としては，建設作業等のある一定の期間内で消える一過性のものと，工場・

事業場等の機械類などの固定発生源から発生する経常的なものに大別されます。 

 騒音はその音に対する慣れや心身の状態などに大きく左右されるなど，心理的な要因が

大きいとされています。 

 市に申し立てられる騒音の苦情については，工場・事業場，建設作業，交通機関等から

の騒音，飲食店などの深夜営業に伴う騒音，拡声機による騒音など，発生源が多岐にわた

っています。 

 令和４年度の騒音に係る苦情は，公害苦情件数の中で最も多く５８件（４６．４％）と

なっています。 

年度別騒音苦情内訳
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                                     （単位：件） 

年度 

 発生源等 
平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

 工場・事業場 ２０ １０ １４ １３ １４ 

 建設作業 １９ ２３ １７ ２８ ３０ 

 交通機関  １  １  ０ １ １ 

 近隣   ４  ６  １ ２ ３ 

 その他  ０  ０  ３ ９ １０ 

   合計 ４４ ４０ ３５ ５３ ５８ 



 

 １ 環境基準 

  (1) 騒音に係る環境基準 

    療養施設が集合して設置されている地域など，特に静穏を要する地域を対象とするＡ

Ａ類型は，本市には該当地はなく，Ａ・Ｂ・Ｃ類型が設定されています。 

    なお，平成１０年９月に騒音に係る環境基準の評価方法が改正され，それまでの騒音

レベルの中央値（Ｌ５０）から，等価騒音レベル（Ｌｅｑ）に変更されました。 

 

  騒音に係る環境基準 

類型 地 域 の 区 分 

時 間 の 区 分 

昼 間 

 6:00 ～ 

      22:00 

夜 間 

 22:00 ～ 

      翌日 6:00 

Ａ 

 第一種低層住居専用地域 

 第二種低層住居専用地域 

 第一種中高層住居専用地域 

 第二種中高層住居専用地域 

 田園住居地域 
 ５５デシベル 

      以下 

 ４５デシベル 

      以下 

Ｂ 

 第一種住居地域 

 第二種住居地域 

 準住居地域 

Ｃ 

 近隣商業地域 

 商業地域 

 準工業地域 

 工業地域 

 ６０デシベル 

      以下 

 ５０デシベル 

      以下 

 備考 「道路に面する地域」については，この環境基準表によらず道路に面する地域の環

境基準とします。 

 

 （注）等価騒音レベル（Ｌｅｑ）： 一定時間内に測定された騒音の大きさをエネルギー量

に換算し，平均値を求める評価方法で，中央値方式に

比べて人が感じる騒音に近い値を示すとされています。 

 

 



 

  (2) 道路に面する地域の環境基準 

地 域 の 区 分 

時 間 の 区 分 

昼 間 

 6:00 ～ 

      22:00 

夜 間 

 22:00 ～ 

      翌日 6:00 

 Ａ類型地域のうち２車線以上の 

 車線を有する道路に面する地域 

 ６０デシベル 

      以下 

 ５５デシベル 

      以下 

 Ｂ類型地域のうち２車線以上の 

 車線を有する道路に面する地域 

 及びＣ類型地域のうち車線を有 

 する道路に面する地域 

 ６５デシベル 

      以下 

 ６０デシベル 

      以下 

 幹線交通を担う道路に近接する 

 空間※ 

 ７０デシベル 

      以下 

 ６５デシベル 

      以下 

 備考（※）個別の住居等において，騒音の影響を受けやすい面の窓を主として閉めた生活

が営まれていると認められるときは，屋内へ透過する騒音に係る基準（昼間にあ

っては４５デシベル以下，夜間にあっては４０デシベル以下）によることができ

ます。 

   （注）車線とは，１縦列の自動車が安全，かつ円滑に走行するために，必要な一定

の幅員を有する帯状の車道部分をいいます。 

  (3) 航空機騒音に係る環境基準 

    海上自衛隊下総航空基地周辺地域の生活環境を保全するため，下記のとおり航空

機騒音についての環境基準が定められています。 

地域の類型 基準値（Lden) 

Ⅰ ５７デシベル以下 

Ⅱ ６２デシベル以下 

 （注）１．各類型については以下のとおりです。 

    Ⅰ ① 都市計画法に基づく用途地域のうち，第一種低層住居専用地域，第二種低層

住居専用地域，一種中高層住居専用地域，第二種中高層住居専用地域，第

一種住居地域，第二種住居地域，準住居地域及び田園住居地域 

            ② 都市計画法に基づく用途地域の定めのない地域（工業団地を除く） 

        Ⅱ ① 都市計画法に基づく用途地域のうち，近隣商業地域，商業地域，準工業地域

及び工業地域 

            ② 都市計画法に基づく用途地域の定めのない地域のうち工業団地 

     （注）２．Ｌden とは，航空機騒音の環境基準に用いられ，エネルギー積分により騒音

の総暴露量を評価できる等価騒音レベルのひとつで，夕方や夜間の騒音に重み

付けをして評価するものです。 



 

 ２ 要請限度 

  (1) 自動車騒音に係る要請限度 

    道路沿道で環境基準を満足せず，人の生活環境に著しい影響を与える場合に公安委員会 

   に対策を要請できる基準のことです。 

  

 該 当 区 域 

時 間 の 区 分 

昼 間 

 ６：００～ 

     ２２：００ 

夜 間 

 ２２：００～ 

    翌日 ６：００ 

１ 

 第一種区域及び第二種区域の 

 うち一車線を有する道路に面 

 する区域 

 ６５デシベル 

       以下 

 ５５デシベル 

       以下 

２ 

 第一種区域のうち二車線以上 

 の車線を有する道路に面する 

 地域 

 ７０デシベル 

       以下 

 ６５デシベル 

       以下 

３ 

 第二種区域のうち二車線以上 

 の車線を有する道路に面する 

 区域及び第三種区域及び第四 

 種区域のうち車線を有する道 

 路に面する区域 

 ７５デシベル 

       以下 

 ７０デシベル 

       以下 

（注）１．車線とは，１縦列の自動車が安全，かつ円滑に走行するために，必要な一定の幅

員を有する帯状の車道部分をいいます。 

    ２．第一種区域：第一種低層住居専用地域，第二種低層住居専用地域，第一種・第二

種中高層住居専用地域及び田園住居地域をいいます。 

      第二種区域：第一種住居地域，第二種住居地域及び準住居地域をいいます。 

      第三種区域：近隣商業地域，商業地域及び準工業地域をいいます。 

      第四種区域：工業地域，工業専用地域をいいます。 



 

 ３ 規制基準 

  (1) 騒音に係る規制基準（騒音規制法及び柏市環境保全条例） 

 

区域 該 当 地 域 

時 間 の 区 分 

昼 間 

 8:00～ 

    19:00 

朝 夕 

  6:00～ 8:00 

 19:00～22:00 

夜 間 

 22:00～ 

   翌日 6:00 

第一種 

第一種低層住居専用地域 

第二種低層住居専用地域 

第一種中高層住居専用地域 

第二種中高層住居専用地域 

田 園 住 居 地 域 

 ５０デシベル 

     以下 

 ４５デシベル 

     以下 

 ４０デシベル 

     以下 

第二種 

第 一 種 住 居 地 域 

第 二 種 住 居 地 域 

準 住 居 地 域 

市 街 化 調 整 区 域 の 一 部 

第 一 特 別 地 域 

 ５５デシベル 

     以下 

 ５０デシベル 

     以下 

 ４５デシベル 

     以下 

第三種 

近 隣 商 業 地 域 

商 業 地 域 

準 工 業 地 域 

第 二 特 別 地 域 

 ６５デシベル 

     以下 

 ６０デシベル 

     以下 

 ５０デシベル 

     以下 

第四種 
工 業 地 域 

工 業 専 用 地 域 

 ７０デシベル 

     以下 

 ６５デシベル 

     以下 

 ６０デシベル 

     以下 

その他 

市 街 化 調 整 区 域 

 (ただし，第二種区域として

指定する区域を除く) 

 ６０デシベル 

     以下 

 ５５デシベル 

     以下 

 ５０デシベル 

     以下 

 

（注）１．第一特別地域：準工業地域及び工業地域のうち，第一種低層住居専用地域，第二

種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層

住居専用地域又は田園住居地域に接する地域であり，かつ，第一

種低層住居専用地域，第一種中高層住居専用地域，第二種中高層

住居専用地域又は田園住居地域の周囲５０メートル以内の地域を

いいます。 

   ２．第二特別地域：工業地域及び工業専用地域のうち，第一種住居地域，第二種住居

地域又は準住居地域に接する地域であり，かつ，第一種住居地

域，第二種住居地域又は準住居地域の周囲５０メートル以内の

地域をいいます。 



 

３．学校，保育所，病院，診療所（患者の収容施設を有するもの），図書館及び特別

養護老人ホームの敷地の周囲おおむね５０メートルの区域内における規制基準は，

表のそれぞれの基準から５デシベルを減じた値です。 

 



 

第２節 騒音の現況 

 １ 工場騒音 

   騒音規制法及び柏市環境保全条例では，著しく騒音を発生する施設を特定施設と定め，

設置にあたっては事前に届出を義務づけています。 

 

 騒音規制法及び柏市環境保全条例に基づく特定施設の設置状況        （単位：件） 

対象法令等 

 施設の種類 

騒 音 規 制 法 柏 市 環 境 保 全 条 例 

事 業 所 数 施 設 数 事 業 所 数 施 設 数 

金属加工機械 ７８ ６９９(５) １６０ １，０４６ 

空気圧縮機・送風機 ３００(４) ２，２９２(３７) ４０４(３) ２，１０２(－６) 

粉砕機 ４(１) ６２(１) １２(１) ４６９(１) 

織機 ２ １８０ １０ ２６ 

建設用資材製造機械 ５ ８ １ ２ 

穀物用製粉機 １ ２ ０ ０ 

木材加工機械 １９ ５７ ３０ ９７ 

抄紙機 ０ ０ ０ ０ 

印刷機械 １８  ２０９ ４ １２ 

合成樹脂用射出成型機 １９(１) １８８(２) １０ ５２ 

鋳型造形機 １ ２ １ １ 

その他 
０ ０ 

６５４(２０) ４，１７２(１７３) 

合   計 ４４７(６) ３，６９９(４５) １，２８６(２４) ７，９７９(１６８) 

（注）１．事業所数及び施設数は，令和５年３月３１日現在。 

   ２．（ ）内は，令和４年３月３１日時点の数との変化を表す（不変のものは( )表

記無し）。 



 

 ２ 特定建設作業 

   騒音規制法及び柏市環境保全条例では，建設作業に伴って著しく騒音を発生する作業を

特定建設作業と定め，作業にあたっては事前に届出を義務づけています。 

 

 騒音規制法及び柏市環境保全条例に基づく特定建設作業の月別届出件数    （単位：件） 

           月   

 区 分 
４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １ ２ ３ 合計 

騒 

音 

規 

制 

法 

く い 打 作 業 1 0 0 2 0 0 1 1 2 1 2 0 10 

び ょ う 打 作 業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

削 岩 機 13 19 14 28 15 19 19 24 23 17 19 21 231 

空 気 圧 縮 機 3 4 2 3 1 0 1 1 4 1 2 0 22 

コン クリ ー ト・ アス 

フ ァ ル ト プ ラ ン ト 
0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 

バ ッ ク ホ ウ 11 15 14 10 9 12 10 9 19 9 10 9 137 

トラ クタ ー ショ ベル 1 0 0 1 0 0 0 0 1 0 0 0 3 

ブ ル ド ー ザ ー 0 1 0 0 0 0 0 1 1 1 0 1 5 

小 計 29 39 30 44 25 31 31 36 50 30 33 31 409 

柏 

市 

環 

境 

保 

全 

条 

例 

く い 打 作 業 2 4 0 3 4 4 3 3 1 0 6 2 32 

び ょ う 打 作 業 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 3 

削 岩 機 10 13 8 14 7 7 12 10 14 5 17 7 124 

空 気 圧 縮 機 6 1 0 3 1 1 2 1 2 0 0 0 17 

コン クリ ー ト・ アス 

フ ァ ル ト プ ラ ン ト 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

鋼球 によ る 破砕 作業 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

舗 装 版 破 砕 機 0 2 2 4 5 2 3 2 1 0 1 2 24 
ブ ル ド ー ザ ー ・ ト ラク タ

ー シ ョ ベ ル 等 93 65 82 83 72 78 85 69 82 64 84 82 939 

小 計 112 85 92 108 89 92 106 85 100 69 108 93 1139 

合 計 141 124 122 152 114 123 137 121 150 99 141 124 1548 

 

令和４年度は，建築工事や土木工事に伴う騒音苦情が３０件寄せられています。 

   苦情の内容は，作業に伴う建設機械から発生する音が原因となっており，住宅密集地で工

事を行う場合は，近隣への配慮が強く求められます。 

 

 

 

 



 

 ３ 交通騒音 

   交通騒音測定は本市を東西に横断している国道６号，南北に縦断している国道１６号に

ついては年１回，また，北部を東西に横断する常磐自動車道で常時測定を実施しています。 

 

 交通騒音測定地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (1) 国道６号及び国道１６号の測定結果 

   ア 国道６号                     測 定 位 置 

    (ｱ) 日時 

      令和４年１２月１０日（土） 

      ～１２月１８日（日） 

    (ｲ) 測定場所 

      千葉県立東葛飾中学校・高等学校 

      柏市旭町三丁目２－１ 

    (ｳ) 道路構造 

      平面４車線 

    (ｴ) 用途地域 

      第一種住居地域 

 

 

 

 

    ③ 

 

   ① 

  ② 

国道 6 号 

  JR 常磐線 

常磐自動車道 ①国道６号※ 

②国道１６号 

③常磐自動車道伊勢原測定局 

④常磐自動車道西原測定局 

※令和４年度から測定地点を千 

 葉県立東葛飾中学校・高等学 

 校に変更しました 

至取手 

 至松戸 

測定地点 

 ○ 

 国道６号 

ＪＲ常磐線 
国道 6 号 

① 

国道 16 号 

国道 16 号 

国道 6 号 

常磐自動車道 

東武野田線 

② 

２ 

③ 
④ 

常磐自動車道 

ＪＲ常磐線 

東武野田線 

つくばエクスプレス 

つくばエクスプレス 

千葉県立東葛飾中学校・高等学校 



 

    (ｵ) 測定結果 

                              単位：デシベル（Ａ） 

区分 

 項目 
昼間（6:00～22:00） 夜間（22:00～翌日 6:00） 

測 定 値 ６９ ７０ 

環 境 基 準 ７０ ６５ 

要 請 限 度 ７５ ７０ 

     

    測定値の日別変化並びに環境基準・要請限度との比較 

   昼間(6:00～22:00)  
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 夜間(22:00～翌日 6:00) 
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       (ｶ) 評価 

 調査結果と環境基準との比較では，夜間の全時間帯において基準を超過してお 

り，要請限度値については，夜間の一部で超過しています。 

 

 



 

    交通量 

 

 

 

   

 

イ 国道１６号                     測 定 位 置 

    (ｱ) 日時 

     令和４年１２月１０日（土） 

     ～１２月１８日（日）  

    (ｲ) 測定場所 

      千葉県警察交通機動隊柏分駐所 

      柏市柏１３６７ 

    (ｳ) 道路構造  

      平面４車線 

    (ｴ) 用途地域 

      準住居地域 

    (ｵ) 測定結果 

 

                             単位：デシベル（Ａ） 

区分 

 項目 
昼間（6:00～22:00） 夜間（22:00～翌日 6:00） 

測 定 値 ７４ ７４ 

環 境 基 準 ７０ ６５ 

要 請 限 度 ７５ ７０ 

 

 測定値の日別変化並びに環境基準・要請限度との比較 

 昼間(6:00～22:00)  
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項   目 測定結果 
（注） 交通量合計は毎正時１０分間 

   値を基に算出したものです。 
交通量合計（台／日） ４５，０９１ 

大型車混入率（％） １６．３ 
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 夜間(22:00～翌日 6:00) 
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    (ｶ) 評価  

      調査結果と環境基準との比較では，昼夜全時間帯において基準を超過しており，

要請限度値については，夜間の全時間帯で超過しています。 

    交通量 

    

 

 

 

(2) 常磐自動車道 

    常磐自動車道沿いに常設の環境監視施設において連続測定しています。 

   ア 騒音 

 令和４年度の騒音は，伊勢原測定局，西原測定局ともに環境基準値を満足しています 

 

騒音年平均値経年変化                   単位：デシベル（Ａ） 

           

測定場所 

      年度 

 区分 

測 定 結 果 

平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 環境基準 

伊勢原 

測定局 

 昼間（6:00～22:00） ５１ ５１ ５１ ５１ ５１ ６５ 

 夜間（22:00～翌日 6:00） ５７ ５６ ５６ ５７ ５８ ６０ 

西 原 

測定局 

 昼間（6:00～22:00） ５２ ５３ ５３ ５２ ５２ ６５ 

 夜間（22:00～翌日 6:00） ５８ ５８ ５８ ５８ ５８ ６０ 

 

   イ 交通量 

         年度 

 項目 
平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 

平均通過台（台／日） ９０，１４３    ９０，５０９    ８０，５９２    ８５，００８ ９０，７３７ 

大型車混入率（％） ２３．９  ２４．０  ２５．３  ２４．４ ２３．２ 

項   目 測定結果 
（注） 交通量合計は毎正時１０分間 

   値を基に算出したものです。 
交通量合計（台／日） ４３，３９５ 

大型車混入率（％） ３４．９ 



 

  ４ 自動車騒音面的評価 

  騒音規制法第１８条第１項の規定に基づき，自動車騒音の状況の常時監視により，主要

路線の環境基準の達成状況の把握を行い，今後の道路環境の各種政策への反映を図る資料

とします。 

 

５ 近隣騒音 

 住宅の密集により，ピアノの練習等やエアコン室外機等の音が耳障りとなっており，そ

の他家庭用機器等による生活音等も騒音となっています。 

 

 ６ 航空機騒音   

   千葉県では海上自衛隊下総航空基地周辺について，類型指定地域内における飛行場南側

７箇所，飛行場北側５箇所の計１２箇所の調査地点を選定し，海上自衛隊下総航空基地に

離着陸する航空機の騒音を測定しました。 

 全測定地点のうち５箇所（全て飛行場北側）は柏市内で測定が行われ，すべて環境基準

を満足していました。 

                                 単位：Ｌden 

調査地点名 Ｌden 環境基準値 環境基準との比較 

沼南近隣センター（旧沼南公民館） ４８ 

５７ 

○ 

沼南老人福祉センター ５０ ○ 

塚崎運動場 ４４ ○ 

藤ヶ谷新田区民館 ４５ ○ 

高柳局（旧風早南部小学校跡地） ５６ ○ 

（注）調査期間 令和４年１１月２８日～１２月１１日 



 

第３節 騒音の対策 

 １ 工場騒音 

  (1) 発生源対策 

    低騒音型機械の選定又は消音器等の取り付けにより,騒音の発生をできるだけ小さくす

る方法があります。 

  (2) 伝播防止対策 

    騒音は距離により減衰することから，発生源と住宅との距離を離すために機械の配置

の変更や音の伝播経路上に壁や塀などの遮音物を設置し，伝播防止をする方法がありま

す。 

  (3) 受音側対策 

    幹線道路周辺では窓を二重にするなどの方法があります。 

  (4) 土地利用による対策 

    住宅地域内に混在している工場などで，上記の対策では騒音防止が困難な場合には，

規制基準の緩やかな工業地域等に移転するなどのことが考えられます。 

 

 ２ 特定建設作業 

   低騒音型建設作業機械の選定，また工事現場に適した工法により，工事現場での騒音の

発生をできるだけ小さくすることはもとより近隣住民への配慮が求められます。 

 

 ３ 交通騒音 

   自動車自体の音をできるだけ小さくすることや，騒音の大きい大型自動車をセンターラ

イン沿いに走行させること，また総合交通信号システムによりスピードを制限させること

やスピード取り締まり機の設置のほか防音壁の設置，低騒音舗装の変更などの対策が講じ

られています。 

 

 ４ 近隣騒音 

   ピアノやエアコンの室外機など一般家庭から生じる騒音は，低騒音型機器の選定，機器

の取り付け位置や向きなどに配慮する必要があります。 

   また，音を出すときは深夜，早朝を避けるなど使用時間帯を考え，音量調整や窓を閉め

るなど近隣への気配りで快適な生活を送れるよう工夫することが大切です。 

 

 ５ 航空機騒音 

   飛行場周辺では，窓を二重にするなどの方法があります。 

 


